
法務と連携した所有者特定スピードアップ事業

【事業の概要】
H27年度に実施した空き家実態調査の結果、所有者が不明になっていた空き家39件について、司
法書士会と連携し、正確で迅速な所有者等の特定を試行。
→「法務と連携した空き家所有者等調査マニュアル」を作成

交付額：3,590千円（福津市）

所有者一斉調査の概要

市で行った空き家実態調査のうち、相続人が不明であり、
市職員では対応困難な案件39件について、２１名の司法書
士によるプロジェクトチームにより一斉調査を実施。

●約1,000通の住民票等を27都道府県・88市区町村に対して請求。
●案件により相続人等の人数に幅があり、１件あたりに要した時間
数分～5ヶ月半

約６ヶ月の短期間で概ねの所有者特定を終了

法務と連携した所有者特定スキーム

司法書士会PTによる所有者調査
（司法書士21名、6ヶ月間）

所有者意向調査の実施
所有者への適正管理・利活用の促進

所有者特定(37件） 所有者不明(2件）

所在地番と家屋番号が一致しないもの

（67件)

課税情報との照合

現地調査で所在を確認した空き家（405件）

相続関係が複雑なも

の（1件)

所有者が特定でき
たもの（29件）

所有者が死亡して
いるもの（18件）

郵便物が届かない
もの（15件）

所有者の住民情報
がないもの（3件）

生死・行方不明の
もの(1件）

所在地番違い等で家屋情報があったもの
（66件）

家屋情報がないもの
（1件）

主な成果物：所有者調査マニュアル

●空き家所有者特定業務の具体的手順や留意事項
●司法書士会と連携した所有者特定業務
●住民票等の第３者請求、費用見積もり等、留意する事項について
も併せて整理


